
第６次行財政改革推進計画（後期プラン）と第７次行財政改革推進計画（仮称）の関係図

-計画の範囲-
●第６次総合計画における都市経営の個別プランとして、行革全

般の取組を網羅した包括的な計画として策定［新規・拡充・既存

の取組］［他の個別計画等を含む］

第６次行革計画（後期）[H29-R3]

-本市を取り巻く環境変化等-
●人口減少、少子高齢化等による市税の減少、社会保障関係

費や公共施設更新費用の増

●地方交付税措置（合併算定替）の段階的終了[H27～R3]

●中核市移行・連携中枢都市圏の形成

【基本目標】

収支不足解消（128億円）による健全な財政運営と行政サービ

スの安定的な提供

・ICT戦略

・人材育成基本方針

・西九州させぼ広域都市圏ビジョン

・水道ビジョン、下水道ビジョン

・交通事業改善計画【終了】、地域交通網形成計画

・地域コミュニティ推進計画、市民協働推進計画【終了】

・まち・ひと・しごと創生総合戦略【終了】

・特定事業主行動計画（時間外勤務縮減）、人事院勧告

・広報戦略

・公共施設適正配置・保全基本計画

・受益者負担の適正化指針

・補助金等ガイドライン

・指定管理者制度導入施設に係るモニタリング指針

・中期財政ビジョン

（財政運営指針・財政白書・財政計画）

-計画策定の方向性-
●第７次総合計画における行政経営の個別プランとして、「部局の

枠を越えて新たな行政サービスを提供する手法や働き方を改革

する取組」、「部局マネジメントを強化する仕組みの構築」や「自主

財源の確保」、「民間活力の活用」などの重点取組を計画として策

定［新規・拡充の取組］

●他の個別計画等において進捗を管理している取組みは、重複を

避けターゲットを明確化するため行革計画の範囲外く［各部局のマ

ネジメントにおいて進捗を管理］

●収支不足解消を行革計画の目標として設定

第７次行革計画[R4-R9]

-本市を取り巻く環境変化等-
●人口減少、少子高齢化等による市税の減少、社会保障関係費

や公共施設更新費用の増

●国・地方の急速なデジタル化の進展

●新型コロナウイルス対応（ニューノーマルへの転換）

【目指す姿】

デジタル技術の活用やBPRで仕事のやり方を見直し、市民の利

便性向上と業務を効率化、また職員の働きがいを高め、イノベー

ションを創出できる職場風土を醸成し、人口減少下や時代の変革

期においても行政サービスを持続できる「スマート自治体」へ転換

・新I CT戦略(BPR連携）

・人材育成基本方針（進捗管理連携）

各部局のマネジメントにおいて推進

・西九州させぼ広域都市圏ビジョン

・水道ビジョン、下水道ビジョン

・地域コミュニティ推進計画

・特定事業主行動計画（時間外勤務縮減）、人事院勧告

・広報戦略

・公共施設適正配置・保全基本計画

・受益者負担の適正化指針

・補助金等ガイドライン

・指定管理者制度導入施設に係るモニタリング指針

・中期財政ビジョン

（財政運営指針・財政白書・財政計画）

効果額反映

効果額反映

連携した取組

H29～R3（5年間） R4～R9（6年間）

第６次行革計画(後期)

[包括的な計画]

第７次行革計画

[新規・拡充の取組等]

他計画や定着した

取組の継続実施

-取組体系-

Ⅰ業務マネジメント改革
(1)行政経営サイクルの確立

(2)行政のデジタル化等による

業務変革

(3)民間活力の活用

Ⅱ組織・人材マネジメント改革
(1)組織・人材の活性化

(2)内部統制の整備

(3)ワーク・ライフ・バランスの推進

(4)組織・機構見直し、定員管理

Ⅲ財務マネジメント改革
(1)歳入の確保・歳出の見直し

(2)ファシリティマネジメントの推進

-取組体系-

Ⅰ行政活動の再構築
(1)施策・事務事業の見直し

(2)民間活力の活用

(3)情報化の推進

(4)広域連携の推進

Ⅱ行政体制の整備
(1)迅速で柔軟な行政体制の構築

(2)定員管理の適正化

(3)給与等の適正化

(4)人材の活性化

(5)公営企業の経営健全化

Ⅲパートナーシップの構築
(1)市民協働の推進

(2)情報共有の推進

Ⅳ財政の健全化
(1)質の高い財政運営

(2)信頼される財政運営

第６次（後期）・第７次行革計画の期間

他の個別計画等

【計画外】

第７次総合計画（R2～R9）

【計画外】

※計画策定過程において

修正の可能性有

-中間評価［H29～R1］-
●収支不足額41億円➡改革改善額50億円

●後期プラン取組36項目中、A評価以上の割合が3年間トータル

で92％となり概ね進捗

【課題】

・制度や組織のあり方をデジタル化にあわせた変革が急務

・事業見直しが進まず、新規事業上乗せで業務過多

・時代の変革期に職員の更なるパフォーマンス向上が必要

・今後の収支不足を踏まえ、新たな自主財源の確保や民間

活力の活用による従来とは違う発想での取組が必要

財源調整後の収支不足
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